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新聞報道の比較研究―最近のニュースを通して
梶　山　卓　司
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in Japan.
Takuji  KAJIYAMA
要　旨
　同じ内容のニュース報道であっても、新聞を読み比べると、扱いや論調、ニュ
アンスが微妙に違うことが見えてくる。以前から指摘されていることではある
が、近年、より顕著になっているのではないだろうか。
　ニュースの伝え方が新聞によってどう違うのか。本論では、大きく三つのテー
マに分けて比較した。取り上げたのは、①2018年9月に実施され、安倍首相の
続投が決まった自民党総裁選挙②翁長沖縄県知事死去に伴う知事選挙と辺野古
移設問題③核をめぐる一連の報道―である。いずれも各紙の報道・論調の違い
が際立つテーマである。
　読み比べると、以前からみられる「朝日・毎日」対「読売・産経」といった
対極の論調が、社説やコラムだけでなく、ニュースの扱いや見出し、記事の書
き方にまで及び、他紙との差別化がみられるようになっている。具体的な事例
を挙げて、その違いを分析する。
キーワード：ニュース報道、新聞論調、沖縄報道
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１．はじめに
　日本では、すべての新聞報道に大きな差異があるものではない。どの新聞も
同じような切り口と扱いでニュースを報道しているケースが多い。しかし最近、
違いが目立つのは、現安倍政権を取り巻く政治情勢や政策、沖縄基地問題、核
問題のほか、安全保障や原発事故に端を発したエネルギーをめぐる報道など多
岐にわたる。
　こうした違いを比較検証するのは、社説やコラムが最適であるのは言うまで
もない。「言論」部門を持つ新聞ジャーナリズムであるがゆえ、主張の違いは
存在して当然である。とはいえ、最近は言論の域を超え、ニュース（写真を含
めて）の扱いや見出しの付け方、さらには記事の書き方や切り口に至るまで、
微妙な違いが出てきた。
　本来、ニュース報道は不偏不党、公正中立の客観報道を原則とする。日本の
新聞の場合、その原則は今も揺るがない。だが、近年はニュース報道であって
も、テーマによってそれぞれの新聞の伝え方に温度差がみられるようになって
きた。
　本論では、こうした新聞各紙のニュース報道の違いを分析し、検証する。加
えて、新聞によって微妙に異なるニュアンスや論調が読者にどんな影響を及ぼ
す可能性があるかについても論及したい。
　読み比べたのは朝日、読売、毎日、産経、日経の全国紙５紙と、地元紙の神
戸新聞の計６紙である。いずれも大阪発行の紙面を基にした。比較したのは、
ほぼこの１年の主なニュース報道である。
２．安倍政権報道
　現安倍政権に対する報道は、概ね朝日と毎日が批判的、読売と産経が応援調、
日経が是々非々と色分けできる。とりわけ2018年の国会を揺るがした「加計・
森友問題」では、対極の構図が鮮明になった。朝日と毎日、神戸は徹底追及路
線を、読売と産経はモリカケより政策論議を訴えた。一連のモリカケ問題の後、
安倍政治が問われ、首相続投かどうかに注目が集まった2018年秋の自民党総裁
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選から各紙報道の違いを検証する。
2.1　「安倍首相　自民総裁３選」
　2018年９月20日に行われた自民党総裁選で、安倍晋三首相は石破茂・元幹事
長を破って連続３選を果たした。このまま進むと、安倍首相はさらに３年の任
期を務める憲政史上最長の首相となる。この選挙戦を各紙はどう報じたか。ま
ずは、「安倍勝利」を伝えた報道からみよう。
　開票結果がまだ判明していない９月20日の夕刊段階で、各紙は「安倍首相　
総裁３選へ」と、１面大見出しでほぼ同様に報じた。違いが見えたのは、選挙
結果確定後の翌21日朝刊である。各紙とも１面の大半を割き、ほぼ同じような
扱いで「安倍３選」を伝えた。その中で、選挙結果に対する各紙のとらえ方が
微妙に違ったのは、見出しの言葉だった。
　朝日は３段すそ見出しで「地方票45％は石破氏」と書いた。読売は４段見出
しで「安倍首相連続３選　得票69％　石破氏破る」とした。この両紙の見出し
の取り方を比べる。選挙結果は「安倍勝利」であっても、朝日は「地方票45％
は石破氏」と石破氏善戦を強調し、読売は「安倍首相得票69％」と、議員と党
員合わせた得票率「69％」を強調した。選挙結果をどうとらえるかで両紙の見
出しの付け方が違っている。朝日は「安倍圧勝ならず」を読者に訴えているが、
読売の見出しは「安倍圧勝」のイメージを読者にアピールしているように映ら
ないだろうか。
　毎日は「石破氏善戦　党員票45％」「議員票20票上積み」と、「石破氏善戦」
を明確に記した。産経は総裁選結果を「安倍氏553　石破氏254」と図表で示し、
両氏の総獲得票数を比較している。読売と同様、「安倍大勝」の印象を読者に
伝えたといえる。
　さらに、今総裁選結果に対する各紙報道の違いは、１面本記と合わせて掲載
された政治部長などのコラムに表れた。朝日は「『１強』のおごり自覚を」の
見出しで「合意形成の政治に踏み出すべきだ」と注文をつけた。読売は「敵は
惰性、おごり、飽き」の見出しで、さらに続く安倍政治３年の課題を挙げ「謙
虚で丁寧な政治を」と書いた。安倍首相にモノ申す記事とはなっているが、叱
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咤激励とも受け取れる内容である。毎日は「１強への不満直視を」、産経は「残
り３年何をやるつもりなのか」、日経は「日本の針路決まる３年」とした。
　また、今総裁選を各紙が独自の切り口で検証した２、３面のサイド記事の見
出しは以下の通りである。
・朝日　「首相『圧勝』ならず」「自民幹部『地方の反乱だ』」
・読売　「首相、課題残す『圧勝』」「党員票55％地方取りこぼしも」
・毎日　「圧勝逃す　首相誤算」「改憲シナリオ狂う」（２～３面見開き）
・産経　「安倍氏　問われる成果」「拉致・領土問題・消費税10％正念場」
・日経　「求心力維持　首相に試練」「残り任期３年、内外に難題」
・神戸（共同）　「安倍１強揺らぐ求心力」「不満顕在化　地方票伸びず」
　見出しを比べても、朝日・毎日・神戸は安倍３選に批判的なトーンで、読売・
産経はともに安倍３年の課題を指摘しながらも「安倍圧勝」のニュアンスを崩
していない。日経はこの日に限らず、経済・財政政策となると、安倍政権に厳
しい見方をしている。
　さらに、各紙社説をみると、違いは歴然とする。
・朝日　「安倍１強の限界明らかだ」（国民に向き合う覚悟を求める）
・読売　「長期的課題で着実な成果を」（社保改革や憲法改正などに取り組め）
・毎日　「独善的な姿勢から決別を」（９条改憲を急ぐな）
・産経　「憲法改正の先頭に立て」（「安倍政治」の総仕上げを）
・日経　「将来世代への責任果たす３年に」（社保改革などを優先せよ）
　以上のように、各紙の総裁選報道を比較すると、「朝日・毎日・地方紙（共同）
＝嫌安倍」「読売・産経＝親安倍」「日経＝是々非々、経済政策では批判的」と
いった構図が浮かび上がる。
　では、総裁選前後の報道はどうだったか。読み比べると、実は告示前から各
紙の違いは明確に出ていた。
　石破氏がいち早く立候補表明した際の報道からみてみよう。
2.2　「石破氏出馬表明」（８月11日各紙朝刊１～３面見出し）
・朝日　１面「首相に対抗『正直、公正』主張」
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　　　　３面「首相批判の世論を意識」
　　　　社説「安倍1強を問う論戦に」
・読売　１面「首相と一騎打ち公算」
　　　　３面「首相と対決前面」「政治の信頼・憲法改正」
　　　　社説「総裁選で政策の対立軸を示せ」
・毎日　１面「自民総裁選『正直、公正な政治』」
　　　　３面「石破氏、『１強』体質問う」
　　　　社説「党内に緊張感をもたらせ」
・産経　１面「石破氏が出馬表明」
　　　　２面「石破氏『反安倍の誤算』」「政権批判　支持拡大ならず」
　　　　主張「国民のため堂々の論戦を」
・日経　１面「首相と一騎打ちの公算」
・神戸　２面「『正直、公正』を対立軸に」「首相の政治姿勢やり玉」
　　　　社説「国の将来像考える論争に」
　この日の朝刊では、神戸を除く全国紙がいずれも１面３段扱いで石破氏の出
馬表明を報じた。朝日・毎日・神戸は、石破氏が安倍政権の一連の政治姿勢を
とらえて訴えた「正直、公正な政治」を見出しにも掲げて今総裁選の争点にと
書いたが、読売・産経は見出しに取り上げていない。読売は「政治の信頼」と
言葉を替え、「憲法改正」を最大の争点に据えた。産経は２面で「反安倍の誤算」
「石破支持広がらず」といった見出しで、この段階から安倍支持をにじませる
報道に徹したように見える。
　社説では、朝日が「野党の質問に正面から答えようとしない首相の不誠実な
対応」に異議を唱え、「安倍１強を問う論戦に」と今総裁選の争点に位置付けた。
毎日も「森友・加計問題などで政権の不信感が高まっている」ことを念頭に、
首相との政治手法の違いを具体的に示せ、と訴えた。一方、読売は「日本経済
をどう発展させるのか、全体像が見えない」「（憲法９条改正について）防衛政
策の全面的転換と受け止められる可能性がある」と、経済政策と憲法改正に焦
点を絞り、石破氏の姿勢に疑問を呈した。産経は「（石破氏が）東京一極集中、
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安全保障環境などの問題解決を訴えたのは妥当だ」としながらも「そのための
政策がまだ分からない」とした。
　告示前から記事の扱いや見出し、社説などを読み比べると、各紙それぞれ固
定化したスタンスを保ちながら総裁選を報道し続けたとみてよい。
2.3　「安倍首相出馬表明」（８月27日各紙朝刊１～３面見出し）
　次に、告示直前になって安倍首相が出馬表明した時の各紙の報道をみる。
・朝日　１面カタ（３段）「首相が総裁選出馬表明」
　　　　２面「遅れた表明　論戦避ける狙い？」「桜島背景に地方・若者を
意識」
　　　　社説「首相　論戦から逃げるな」
・読売　１面トップ（４段）「首相、総裁選出馬を表明」
　　　　３面「首相、地方重視の姿勢」「桜島背に表明　党員票固め」
　　　　社説「長期政権を担う覚悟が必要だ」
・毎日　１面カタ（３段）「安倍首相出馬表明」
　　　　３面「首相　政策論争避け」「政権の実績強調」
　　　　社説「『負の遺産』清算の展望は」
・産経　１面トップ（４段）「首相、出馬を正式表明」「あと３年、かじ取り」
　　　　５面「『薩長同盟』を演出」
　　　　主張（28日）「自衛隊明記の意義を説け」
・日経　１面（４段）「首相、総裁選出馬表明」「あと３年かじ取り担う」
　　　　２面「首相、発信は地方から」
・神戸　１面カタ（３段）「首相、総裁選立候補を表明」
　　　　２面「首相圧勝狙い石破包囲網」「地方対策強化、論戦は回避」
　安倍首相の出馬表明は各紙同じように１面で報じた。だが、石破氏表明の時
とは扱い方が異なっている。朝日・毎日・日経・神戸は石破氏表明時と同様、
３段見出しで伝えたが、読売と産経は１面トップ記事にした。
　さらに、２～３面のサイド記事を比較すると、朝日・毎日・神戸では「首相　
論争避ける」の批判的な見出しが並んだが、読売は「地方重視の姿勢」の見出
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しで今総裁選にかける安倍首相の意気込みを、独自の世論調査結果と合わせて
報道した。次の総裁としてふさわしい人物などを聞いた調査で、主見出しでは
「首相42％、石破氏36％」、すそ見出しでは「内閣支持上昇50％」と報じた。安
倍首相が総裁選に正式に名乗り出たこの段階から、勝敗は既に決まったかのよ
うな取り上げ方である。産経は、安倍首相が鹿児島・桜島をバックに出馬表明
した様子を写真入りで紹介し「（地方に支持層の多い石破氏を意識し）反安倍
をつぶす狙い」と書いた。この日の首相の発言要旨を詳細に伝えたのも読売と
産経である。
　社説では、朝日が「（安倍首相の）具体的な政策の発表は先送りされた。拍
子抜けである」、毎日は「出馬表明がほとんど言いっぱなしに終わったのは残念」
とするなど、両紙とも批判的なトーンに終始した。一方、読売は「首相と石破
氏が不毛な批判合戦に終始すれば、国民の政治不信を助長しかねない」とした。
石破氏が訴える政治姿勢の在り方より政策論争を行うべきといった論調で、朝
日・毎日が主張する争点と明らかに違った。
　加えて、今総裁選への構え方の違いが際立ったのは、安倍首相出馬表明後の
首相インタビュー記事である。読売と産経、日経が早々と単独インタビューを
行い、９月1日～４日付で大々的に報じた。
　総裁選報道について、自民党は今回も各メディアに「公平・公正」な報道を
要請していた。にもかかわらず、安倍首相の出馬報道とインタビュー報道をみ
ても、各紙のスタンスの違いは明らかである。
３．「沖縄報道」
　次に、沖縄報道について比較検証する。米軍基地問題、辺野古移設問題など
に関する沖縄報道ほど各紙の姿勢がはっきりしているテーマはない。以下、沖
縄関連のニュースから各紙の報道の違いをみていく。
3.1　「沖縄県知事選で玉城氏勝利」
　１自治体の首長を選ぶ選挙ではあるが、沖縄知事選に限っては毎回、各紙と
も他府県とは違った扱いをする。今回、翁長知事死去に伴う９月30日投開票の
（22）
選挙でも、告示前から開票まで各紙とも連日のように報じた。なかでも、辺野
古移設反対を掲げた玉城デニー氏が勝利した翌10月１日の朝刊は、朝日・毎日・
神戸が１～３面と社説、社会面などで大々的に報道。読売・産経・日経はやや
抑えた扱いだった。割いた紙面分量を比べても朝日・毎日・神戸と、読売・産
経・日経に大きな差がある。客観報道であるはずの選挙記事であっても、各紙
はそれぞれのスタンスで報道した。
　とりわけ、１日朝刊は１面記事と合わせて署名入りコラムを掲載した新聞が
目立った。以下は、１日朝刊の各紙１面の見出しと扱い、記者コラムの見出し
である。
・朝日　１面ほぼ10段「辺野古反対　玉城氏当選」「政権支援の佐喜真氏破る」
　　　　記者コラム「『辺野古が唯一』再考を」
　　　＊コラムでは「沖縄の選択の意味を、政権も我々も、いま一度考えな
くてはならない」と、全国民の問題として考えるべきと主張。
・読売　１面トップ４段「沖縄知事に玉城氏」「辺野古反対を継承」
　　　　記者コラム「移設問題停滞させるな」
　　　＊コラムでは「在沖縄米軍の抑止力を維持することは不可欠」「受け
入れの機運もある辺野古への移設が最も現実的」と主張。
・毎日　１面トップ５段「沖縄知事　辺野古反対派」「玉城氏、自公系破る」
　　　　２面解説「懐柔と分断に『ノー』」
　　　＊解説では「選挙で繰り返し示されてきた沖縄の民意にどう向き合う
のか。この国の民主主義が問われている」と主張。
・産経　１面トップ４段「沖縄知事に辺野古反対派」「オール沖縄玉城氏初
当選」
　　　　３面「辺野古移設　続く対立」「埋め立て先行き見えず」
・日経　１面カタ４段「沖縄知事に玉城氏」「政権支援の佐喜真氏破る」
　　　　２面「辺野古移設　対立深刻に」「与党系連敗、政権に痛手」
・神戸　１面トップ５段「沖縄知事に辺野古反対派」「玉城氏、政権支援候
補破る」
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　　　　２面「辺野古対立再び激化」「玉城氏、移設阻止に全力」
　知事選は辺野古反対を訴える玉城氏が大差で勝利し、翁長氏の遺志を受け継
ぐ形となった。１面横マクで大きく報道した朝日・毎日・神戸に比べ、読売と
産経、日経は１面縦見出しで伝えた。違いが出たのは記者コラムで、見出しだ
けみても、選挙結果の受け止め方が各紙で異なる。朝日は辺野古移設の再考を
主張し、読売は「移設問題停滞させるな」と相反の主張を展開した。沖縄の基
地問題をめぐる両紙のスタンスの違いが明確に出た形である。
　仮定の話として、もし安倍政権支援の佐喜真氏が勝利していたら、各紙はど
う報道していただろう。読売、産経はおそらく朝日や毎日以上に紙面を割き、
政権派の勝利を大きく伝えたのではないだろうか。
3.2　「翁長知事死去報道」（2018年８月９日朝刊）
　翁長氏急死を報じた紙面はどうだったか。実は、この段階から違いは際立っ
ていた。朝刊紙面を比較する。
・朝日　１面トップ５段「翁長・沖縄知事死去」「辺野古移設に反対」
　　　　　　「知事選９月にも」「本土の無関心問い続けた」
　　　　社会面「『オール沖縄』旗頭失う」「支持者ら悲しみ」
・読売　１面トップ４段「翁長・沖縄知事死去」「知事選前倒しへ」
　　　　　　「辺野古移設に反対」
　　　　社会面「沖縄の基地負担訴え続け」「翁長知事死去　驚き広がる」
・毎日　１面トップ４段「翁長沖縄知事死去」「辺野古移設に反対」
　　　　社会面評伝「沖縄不条理訴え」「『反基地』リード」
・産経　１面トップ４段「翁長沖縄知事死去」「知事選来月見通し」
　　　　　　「辺野古撤回棚上げか」「自民　結束を警戒■後継　決め手欠き」
　　　　社会面「沖縄県民ら『ショック』」「政府と対決続ける」
・日経　１面ベタ「沖縄県知事　翁長氏死去67歳」「辺野古移設反対」
　　　　社会面「対決姿勢　最後まで貫く」「沖縄県民、驚きと哀悼」
・神戸　１面トップ４段「翁長沖縄知事が死去」「辺野古移設反対貫く」
　　　　　　「知事選９月に前倒しへ」
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　　　　社会面評伝「基地なき沖縄へ闘い続け」「満身創痍で民意背負う」
　各紙とも１面トップで本記を扱い、他の面でもサイド、解説記事、市民の反
応などを掲載した。一方、日経は１面ながら他府県の知事の場合と同様、訃報
の記事スタイルで処理し、ベタ扱いだった。４面と社会面でサイド記事などを
掲載したが、沖縄の現職知事急死とはいえ、独自の判断基準で報道した。
3.2.1　「各紙社説」（2018年８月10日朝刊）
　翁長知事死去を受けた各紙の社説見出しと主な内容は－。
・朝日　「翁長知事死去」「『沖縄とは』問い続けて」
　　　＊「翁長氏の叫びに、安倍政権は冷淡だった」「不誠実な政権と、そ
の政権を容認する本土側の無関心・無責任が、翁長氏の失望を深め、
対決姿勢を強めていった」「翁長氏が訴えてきたことは、この国に
生きる一人ひとりに、重い課題としてのしかかる」
・読売　「翁長知事死去」「沖縄の基地負担軽減を着実に」
　　　＊「政府との対決ばかりが前面に出たことが残念」「政治手法が混乱
を招いた側面はあったにせよ、基地負担に苦しむ沖縄県民の一つの
意識を体現したことは記憶に残るだろう」「米軍の抑止力を維持し、
普天間の危険性を早期に除去する唯一の道が、辺野古移設である」
・毎日　「翁長沖縄知事が死去」「基地の矛盾に挑んだ保守」
　　　＊「安倍首相のキャッチフレーズには『戦後レジームからの脱却』『日
本を取り戻す』などがある」「首相のいう日本の中に沖縄は入って
いるのか。－そんな不信感が翁長氏を辺野古移設反対へ転じさせた」
・産経　「翁長氏の死去」「改めて協調への道を探れ」
　　　＊「国との対立関係を一層深めたのは残念だった」「米軍基地の抑止
力の重要性を考えれば、基地政策を円滑に実現するうえで国と地元
が理解しあい、協力することは欠かせない」「死去を機に、関係の
再構築を模索する視点を双方が持つことも重要ではないか」
・日経　社説なし
・神戸　「翁長知事死去」「喪に服し辺野古『休戦』を」
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　　　＊「翁長氏の喪に服する意味でも両者はいったん立ち止まり、次の知
事選の結果を見極め、民意を尊重するべきではないか」「民意に反
した国の政策押しつけが常態化すれば、―民主主義も形骸化する」
　各紙論調の違いは明白である。朝日は翁長氏の基地反対闘争を取り上げる中
で「翁長氏が訴えてきたことは、国民一人ひとりに重い課題としてのしかかる」
と日本全体の問題としてとらえるべきと書いた。毎日も同様の論調で「戦後レ
ジームからの脱却」を訴える安倍首相の持論に「沖縄は入っているのか」と疑
問を呈した。一方、読売と産経は急逝を悼みながらも、翁長氏が取った手法を
「政府との対立をあおるばかりで残念」とし、「沖縄の基地は抑止力として不可
欠」「辺野古移設が唯一の選択肢」と従来の主張を変えていない。
　こうした対極の論調は沖縄報道のすべてで展開される。以下、具体的にみて
みる。
3.3　「辺野古反対の県民大会」（2018年８月12日朝刊）
　急逝した翁長氏の追悼集会となった県民大会の報道紙面から。
・朝日　１面４段（カラー写真２段＋記事２段）「辺野古 NO　知事と共に」
「土砂投入迫る中　県民大会」
　　　　社会面「理不尽訴えた知事の遺志継ぐ」「沖縄県民大会　参加者ら
追悼」
・読売
・毎日　１面４段（カラー写真２段＋記事２段）「辺野古撤回　遺志継ぎ」
　　　　　　「沖縄県民大会で翁長氏悼む」
　　　　社会面「辺野古の海諦めない」「翁長さん　沖縄の心訴えた」
・産経　３面４段（モノクロ写真）「辺野古埋め立て承認撤回いつ？」
　　　　　　「割れるオール沖縄」「土砂投入前か、知事選後か」
・日経　社会面ベタ「翁長知事を悼み黙とう」「沖縄で県民大会」
・神戸　２面トップ３段（記事３段、写真２段）「辺野古反対　翁長氏を継承」
「移設断念要求を決議」
　まず、各紙の扱いを比べる。朝日と毎日は１面４段、神戸は２面３段、産経
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は３面４段、日経は社会面ベタ扱いだった。写真は朝日と毎日、神戸が記事と
ほぼ同じ扱いで、３紙とも参加者が「辺野古 NO」のプラカードを掲げる写真
を使った。対して、産経は参加者黙とうの写真を使用した。この掲載写真の違
いを読者がどう受け取るか、である。各紙の記者がこの日の県民大会をどうと
らえたか、また読者に何を伝えようとしたかで、報道の違いが表れた実例であ
る。
　読売は、ニュースでないと判断したのだろうか。この日の大阪発行の紙面を
見る限り、記事は見当たらなかった。
3.4　「沖縄知事選告示を受けた各紙社説」（９月14日朝刊）
・朝日　「『辺野古』を論じよ」
　　　＊「辺野古が問いかけているのは、基地建設の是非にとどまらない」「憲
法が定める地方自治とは何か。中央政府と自治体はいかなる関係に
あるのか」「重い基地負担にあえぐ沖縄の荷を軽くするために、本
土は何ができるのか、何をなすべきなのか」
・読売　「豊かな県へ将来像を競い合え」
　　　＊「現実的な政策に基づいて、実りある論戦を」「抑止力を維持しつ
つ―危険性を低減するには、辺野古建設が唯一、具体的な案だ」「負
担軽減を進めるとともに、幅広い観点から沖縄を豊かにする施策を
冷静に議論しなければならない」
・毎日　「争点がかみ合う選挙戦に」
　　　＊「翁長氏は自民党出身ではあるが、『辺野古新基地反対』の一点で
―『オール沖縄』勢力を構築した」「日本全体で負担すべき米軍基
地が沖縄に遍在するいびつな現状と闘うのに保守も革新もないとの
考えに基づく」「どちらが勝つにせよ、国と沖縄の間で、―基地負
担のあり方をめぐる協議が必要になるだろう」
・産経　「辺野古移設の意義を説け」（16日）
　　　＊「県民の安全を確保するための現実的な解決策を論じ、その具体化
に資する選挙とすべき」「玉城氏は辺野古移設に反対している。こ
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れでは普天間返還は実現しない」
・日経　社説なし
・神戸　「辺野古の論議を避けるな」
　　　＊「佐喜真氏は辺野古建設の論戦を避けることなく、有権者に立場を
明らかにして判断を仰ぐべきだ」
　各紙社説を読み比べると、読売と産経は「辺野古移設は唯一の解決策」と従
来通りの主張をし、辺野古反対を掲げる玉城氏に異論を唱えている。これに対
し、朝日は基地問題は政府と沖縄の問題ではなく、国民全体で考えるべきとの
立場を示している。ここ最近、朝日の社説やコラムでみられる論調である。毎
日も同様のスタンスと思われるが、この日の社説を読む限り今一つ明確でない。
日経は社説には取り上げなかったが、従来から沖縄県民の声を尊重し、政府は
対話すべきとの論調である。
3.5　「辺野古承認撤回」（2018年９月１日朝刊）
　翁長氏の遺志を受け継ぐ形で、沖縄県が辺野古沿岸部の埋め立て承認を撤回
した。県の発表を受けた各紙の扱いと社説を比較する。
・朝日　１面トップ（４段）２面「時時刻刻」社会面（２段）
　　　　社説「辺野古工事」「全ての自治体の問題だ」
　　　＊「県が撤回の理由に挙げたことには相応の説得力がある」「あまり
に沖縄県民を、そして地方自治を愚弄した態度ではないか」「勝手
を続ける政府に、正義や理を見いだすことはできない」
・読売　１面（３段）２面（３段）
　　　　社説（９月２日）「辺野古承認撤回」「対立をあおる手法は疑問だ」
　　　＊「撤回の判断は、政治利用が過ぎるのではないか」「選挙直前に、
県民の対立をあおるような対応は理解できない」「最高裁は―翁長
氏の判断を違法と結論づけている」「県の主張には無理があろう」
・毎日　１面トップ（４段）３面クローズアップ、社会面（４段）
・産経　１面（３段）
　　　　主張「辺野古埋め立て」「知事選目当ての『撤回』だ」
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　　　＊「日米同盟の抑止力による平和の維持と普天間周辺住民の安全確保
に逆行する誤った判断であり容認できない」「知事選を前に、県民
の間の対立感情をあおる政治的パフォーマンスではないのか」
・日経　４面カタ（６段）
・神戸　１面カタ（３段）２面（ほぼ全面）
　　　　社説「辺野古承認撤回」「法廷闘争を繰り返しても」
　紙面全体をみると、朝日・毎日と、読売・産経の扱いが大きく異なる。沖縄
県が取ったこの措置を、朝日・毎日は１面トップ扱いで、読売・産経は１面な
がら抑え気味で、日経は４面で報じた。社説は各紙とも従来通りの論調である。
とりわけ、今回、沖縄県が取った措置について、産経は「知事選目当てのパフォー
マンスではないのか」と非難した。
3.6　「首相、沖縄知事が初会談」（2018年10月13日朝刊）
　玉城知事の就任後、安倍首相との初会談を伝える紙面から。
・朝日　１面「首相と玉城氏会談」「辺野古移設なお平行線」
　　　　４面「玉城氏要請にゼロ回答」「官邸、司法での解決に軸足」
　　　　社説「政権と沖縄」「強硬策では展望開けぬ」
　　　＊「（安倍首相は）知事選で示された明確な民意に向き合うつもりは
ないと見るしかない」「『辺野古が唯一の解決策』という硬直した方
針を改めねばならない」「地域住民の明確な意思に反して基地を押
しつけることは、民主主義の観点からも許されない」
・読売　４面「首相　玉城氏に『柔軟路線』」「辺野古移設　沖縄の民意に配慮」
・毎日　１面インデックス「辺野古移設　主張は平行線」
　　　　２面「沖縄知事『移設反対』」「首相と初会談、平行線」
　　　　社説「首相と沖縄知事が会談」「まずは政府が譲る覚悟を」
　　　＊「政府側が工事を強行すれば、国と沖縄県の不毛な対立がさらに４
年間続くことになる」「双方がオール・オア・ナッシングの姿勢で
は出口が見えない」
・産経　２面「辺野古移設は平行線」「首相、沖縄知事と面会」
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　　　　５面「首相　玉城氏に低姿勢徹す」「翁長県政継承に不信はぬぐえず」
　　　＊本文「翁長氏のように、報道陣の前で政権を面罵しなかった」
　　　　末尾「過去の経緯を無視して『合意していない』と述べる玉城県政
を相手に協議しても、禍根を残す可能性は否定できない」
・日経　４面「政府、ひとまず対話姿勢」「首相、沖縄知事と初会談」
・神戸　１面「辺野古反対、首相に表明」「玉城氏、知事就任後初会談」
　各紙の見出しをみても、両者会談の伝え方が違う。朝日と毎日は「玉城氏要
請にゼロ回答」「まずは政府が譲る覚悟を」と沖縄側に軸足を置いた表現であ
るのに対し、読売と産経は「首相　玉城氏に『柔軟路線』」「首相　玉城氏に低
姿勢徹す」などと、首相側からみた報道になっている。見出し同様に、記事か
らも、読売と産経は「安倍首相は沖縄に配慮した」とのニュアンスがにじみ出
ている。
　沖縄に入ると、「本土の新聞メディアが沖縄の基地問題を取り上げてもほと
んど『ひとごと』の域から抜け出せていない」との声をよく聞く。安全保障を
めぐる具体的で総合的な検証をしたうえで、なぜ沖縄にこれほどまで集中して
米軍基地を置く必要があるのかという視点に欠けるとの指摘である。朝日や毎
日がそんな指摘を意識してか、ここ最近、沖縄だけでなく国全体の問題として
考えるべきとの論調が目立つようになってきた。
3.7　「国が効力停止申し立て」（2018年10月18日朝刊）
　沖縄県が行った埋め立て承認撤回に対し、防衛省は効力停止を申し立てた。
「安倍・玉城会談」のわずか５日後のことである。政府によるこの対抗措置を
伝えた紙面を比較する。
・朝日　１面トップ（４段）「辺野古　国が対抗措置」「県の承認撤回　効力
停止申し立て」「知事『強権的だ』」
　　　　２面「辺野古　対話打ち切り」「工事急ぐ政府　民意を無視」
　　　　　　「首相・知事会談の５日後」「怒る知事　県民投票に期待」
　　　　社説「辺野古移設」「民意顧みぬ国の傲慢」
　　　＊「知事選で示された民意を無視し、―容認できない」「強圧的な対
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応は、傲慢そのものというほかない」
・読売　１面（３段）「辺野古撤回不服請求　防衛省」「沖縄反発　対抗策を
検討」
　　　　２面「辺野古再開へ手段変更」「申し立て『裁判所』から『国交相』」
　　　　社説「普天間問題」「基地負担軽減へ県と接点探れ」
　　　＊「不毛な対立の繰り返しは、非生産的と言わざるを得ない」「現在
の安全保障環境を踏まえれば、（辺野古代替施設の建設が）移転を
最も早く実現する唯一の案と言える」「県の最高責任者として、現
実的な方策をしっかり考えた上で、政府と向き合うのが筋である」
・毎日　１面トップ（４段）「辺野古撤回不服申し立て」「沖縄防衛局、国交
相に」「沖縄知事『認められぬ』」
　　　　３面「会談５日後一転強硬」「沖縄の軟化見通せず」「『身内のやり
取り』再び」
　　　　オピニオン面「安倍政権と沖縄」「『敵視』姿勢の転換を」「根底に
本土の無理解」「地位協定改定急げ」
　　　　社会面「沖縄の尊厳傷つけた」「対話かなわず県民憤り」
・産経　１面（４段）「辺野古　国が不服請求」「県の承認撤回に対抗」
　　　　３面「辺野古移設へ最短の道」「県側への不信も一因」「沖縄知事、
徹底抗戦を表明」「防衛相『目的は普天間全面返還』」
　　　＊本文「翁長時代の『ちゃぶ台返し』は玉城県政にも受け継がれている」
　　　　主張「辺野古で対抗措置」「普天間返還への現実策だ」
　　　＊「防衛省の申し立ては妥当だ」「玉城氏は、抑止力と普天間の危険
性除去を両立させる代案を示していない」「玉城氏は、過去の不毛
な法廷闘争を教訓とし、これ以上の移設の妨げはやめてもらいたい」
・日経　３面（３段）「政府、沖縄と対立再び」「県、法廷闘争視野に」
・神戸　１面カタ（３段）「辺野古　国が対抗措置」「埋め立て撤回に不服請
求」「沖縄知事反発」
　　　　２面「沖縄民意再び置き去り」「参院選にらみスピード優先」「玉城
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氏応戦へ、県民投票視野」
　　　　社説「辺野古対立再燃」「収束させる責務は政府に」
　以上みてきたように、沖縄報道では各紙それぞれのスタンス、論調が際立つ。
とくに最近は、客観報道であるはずのニュース記事においても書き方や伝え方、
扱い方が新聞によって異なるケースが目立っている。同じニュースであっても、
どの新聞を読むかによって読者の受け止め方が違ってくるわけである。とりわ
け沖縄基地報道では、そうした傾向が強まってきたといえる。
４．核報道
　最後に核問題に関する各紙の報道を比較検証する。核問題と言えば、北朝鮮
問題、核不拡散体制（NPT）、安全保障環境をめぐる核抑止力など多岐にわた
るが、本論では以下の項目に絞って比較する。
4.1　「2017年ノーベル平和賞授賞式」（2017年12月11日夕刊～）
・朝日　１面トップ（５段）「核なき世界『あきらめるな』」「平和賞授賞式　
ICAN・被爆者が講演」「被団協も招待『運動評価された』」
　　　　第３社会面「核抑止の考えから脱却を」「核禁条約へ結束求める」
　　　　第１社会面「今こそ結束　I can 核廃絶」
　　　　社説（１本、12日付）「核なき世界へ」「日本の登場待たれている」
・読売　１面（３段）「被爆者『核兵器は絶対悪』」「ノーベル平和賞授賞式演説」
「『核廃絶というゴールは共有』河野外相」
　　　　第２社会面（４段）「サ―ローさん　核の脅威訴え」「被団協『活動
評価された』」
・毎日　１面トップ「被爆者　授賞式で初演説」「ICAN　ノーベル平和賞」
　　　　社会面（全面）「核禁条約　私たちの光」「サ―ローさん諦めぬ心訴
え」「河野外相が談話『ゴールは共有』」
・産経　１面（３段）「平和促す賞　幸せ」「イシグロさん　ノーベル授賞式」
　　　　６面（４段）「核の脅威　永遠に除去を」「被爆者サーローさん講演」
　　　　社会面（４段）「ノーベル賞イシグロさん、日本語交えスピーチ」
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「ICAN 平和賞　広島・長崎『核廃絶へ新たなスタート』」
　　　　主張（12日付）「核抑止の現実を忘れるな」
・日経　１面（３段）「ノーベル賞授賞式」「平和賞 ICAN　核兵器終焉を」
　　　　社会面「核兵器と共存できない」「被爆者サーローさん力強く」
・神戸　１面トップ（５段）「核兵器　必要悪でなく絶対悪」「禁止条約反対
の日本を批判」
　　　　２面「核禁止条約こそ希望」「サーローさん　各国に参加訴え」
　　　　４面「核保有国　禁止条約を警戒」「核軍縮で受賞　オバマ氏以来」
　2017年12月11日夕刊と翌12日朝刊で、各紙は国際 NGO「ICAN」の平和賞受
賞式のもようを伝えた。夕刊、朝刊とも大きく報道したのは朝日と毎日、神戸
の３紙。読売、産経、日経は抑えた扱いで、産経と日経は夕刊のみだった。産
経はサ―ロー氏より文学賞受賞者イシグロ氏を大きく扱い、翌朝刊「主張」で
は「核抑止の現実を忘れるな」と、核の脅威が消えない現実世界を注視すべき
との持論を展開した。一方、朝日は社説で「核なき世界へ」「日本の登場が待
たれている」との見出しで、核禁止条約に後ろ向きの日本政府を批判した。「核
抑止」を安全保障上、どう考えるかで各紙の判断が異なる。同じニュース報道
であっても、扱いや論調が明らかに違う典型例である。
4.2　「広島原爆の日」（2018年８月６日朝刊）
　毎年、「広島原爆の日」を迎える８月６日朝刊は、１本の社説でその意味を
大きく取り上げる新聞が全国紙、地方紙とも多い。各紙がどう書くかが問われ
る日でもある。2018年はどうだったか。各紙社説（主張）を読み比べると、核
問題への論調の違いが見えてくる。
・朝日　社説（１本）「原爆投下から73年」「核廃絶へ市民の連帯を」
　　　＊「北朝鮮と米国の対立とともに迎えた2018年は、各時代の危うさを
世界に知らしめた」「旧態依然の安全保障の縛りが続く限り、核軍
縮は進まない」「核禁止条約はむしろ、大国と核開発国がむしばん
できた核不拡散体制を支える新たな枠組みと考えるべきだろう」
・読売　社説（半分）「原爆忌」「核戦争のリスク減らす戦略を」
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　　　＊「核廃絶という究極の理想を目指すには、北朝鮮の核放棄をその第
一歩とすべきである」「日本に対する核の脅威が続く間、米国の抑
止力に頼る現実を受け入れざるを得ない」「世界の厳しい安全保障
環境は（核禁）条約の目指す姿と相いれない。批准が進まないのは
当然だろう」
・毎日　社説（半分）「きょう広島『原爆の日』」「『核廃絶』受け継ぐ教育を」
　　　＊「世界に核兵器の恐ろしさを知ってもらうことは政府の責任だ」「安
倍政権は、―核兵器禁止条約に背を向けた。その後も核保有国と非
保有国の橋渡し役となると言いつつ、具体的な成果は一向に見えて
こない」
・産経　主張（半分）「原爆の日」「平和守る現実的な議論を」
　　　＊「平和を守る誓いを新たにするからこそ、地に足をつけた安全保障
論議が必要」「日本を核兵器で現実に脅かしているものは何か。目
をそらしてはならない」「核兵器の使用を踏みとどまらせるのは、
核抑止力である。―（日本が）核禁止条約に入っていないのは、妥
当な選択と言える」
・日経　社説（半分）「被爆国として核の恐ろしさ伝え続けたい」
　　　＊「（日本の）曖昧な立ち位置が、国際秩序の変化で浮き彫りになっ
てきた」「核不拡散や核軍縮で日本は特別な役割がある。『核の傘』
やアジアへの戦争責任の議論とは切り離し、核の恐ろしさについて
国内外で発信を強めていくのが大事だ」
・神戸　社説（１本）「原爆の日」「アトムが流した涙のわけは」
　　　＊「『核の傘』に安住せず、唯一の被爆国として今こそ核廃絶の先頭
に立つ」
4.3　「アメリカ核戦略見直し」（2018年２月３日夕刊～）
　トランプ大統領が打ち出した新核戦略指針「核体制の見直し（NPR）」に関
する報道である。米国は今後、使える核として小型の核兵器を開発し、抑止力
として保有するという構想である。
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　この新戦略が発表された翌日以降の紙面を比較する。
・朝日　３日１面トップ（４段）「米核戦力拡大へ転換」「新戦略発表　小型
兵器を開発」
　　　＊前文「オバマ前政権の方針から、大きく転換した」
　　　　４日朝刊１面「米、『使える核』開発明記」「新戦略『核なき世界』放棄」
「日本政府『高く評価』」
　　　＊前文「冷戦後から米ロが続けてきた核軍縮の流れに逆行する新方針
となった」
　　　　３面「小型核　衝突リスク拡大」「爆発力抑え潜水艦に搭載」「条件
を緩和」「トランプ政権『中ロ警戒』」
　　　＊前文「核使用のハードルが下がり、世界の核軍拡を招く恐れがある」
「日本政府『同盟国への関与強化』」「ロシア『失望』」「被爆地募る
危機感」
・読売　３日夕刊1面トップ（４段）「米、核抑止力拡大へ転換」「戦略文書公表」
「小型核を増強」
　　　＊前文「『核抑止』の役割を拡大する方針を打ち出した」
　　　　４日朝刊２面「米、多様な脅威に対応」「核戦略見直し」「露・中・
北へ抑止力維持」「日本政府は評価」
　　　　国際面（５段）「米小型核　露を念頭に」「オバマ政権の『理想主義』
転換」
　　　＊前文「核抑止強化にかじを切ったのは、安全保障環境が厳しさを増
しているとの強い危機感があるからだ」「ロシアや中国、―北朝鮮
などの脅威を直視し、核なき世界を掲げたオバマ前政権の理想主義
と決別した」
・毎日　３日夕刊1面トップ（５段）「米　新型核開発へ」「小型」「巡航ミサ
イル」「新指針『使いやすく』」
　　　＊前文「冷戦後の歴代米政権が目指した核兵器削減や使用回避を優先
させる方針から、核兵器を『使いやすくする』方向へとかじを切る
（35）
大きな政策転換といえる」　解説「歴史に背　危険なカケ」
　　　　５面「核積極使用　米明確に」「態勢見直し」「トランプ氏発言裏付け」
　　　　社会面「被爆地に衝撃」「『無知』に危機感」「世界に逆行　日本被団協」
　　　　４日朝刊１面トップ「検証　新型小型核導入へ」「米、露に対抗　
負の論理」「大規模軍事演習に疑心」
　　　　３面「『新冷戦』緊張高まる」「米小型核　露をけん制」「海洋発射
型　弾力運用の思惑」
・産経　３日夕刊１面カタ（３段）「米、『核の報復』排除せず」「新指針　
オバマ方針から転換」「河野外相『高く評価』」
　　　＊「核の先制不使用も否定した」「破壊力の強い通常兵器による攻撃
や大規模なサイバー攻撃に対する報復核使用の可能性に道を残し
た」
　　　　４日朝刊１面（４段）「米、小型核で抑止力強化」「トランプ政権　
核戦略転換」「兵器使用条件を緩和」
　　　＊前文「世界で核の脅威が増しているとして、核廃絶は『非現実的』
と指摘。―力による平和を反映させ、ロシアや中国への対抗姿勢を
鮮明にした」
　　　　３面「米、露中朝の核脅威直視」「新政策指針で対抗策示す」「北の
日韓攻撃を牽制」
　　　＊前文「オバマ前政権の理想主義的な核軍縮方針から決別し、安全で
確実、効果的な核抑止力を確保する立場を鮮明にした」「米国が多
様な核の脅威にさらされているという現実を直視したものだ」
・日経　３日夕刊1面（３段）「通常兵器に反撃　核辞さず」「米政権が指針　
新型核も開発」
　　　＊本文「10年の NPR では『新たな核弾頭は開発しない』としていた」
　　　　４日朝刊３面（４段）「核新戦略　米に危機感」「中ロ・北朝鮮を非
難」「抑止力拡大　軍縮遠のく」
　　　＊前文「核開発競争が再燃しかねないとも懸念される」
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・神戸　３日夕刊1面トップ（４段）「米新戦略指針」「通常兵器に核で報復も」
「『小型核を開発』明記」
　　　＊前文「オバマ前政権の戦略を転換、核兵器の役割を拡大させた」
　　　　３社解説「核軍縮の潮流に逆行」「大国間競争へ回帰」
　　　　４日朝刊１面トップ（４段）「米核実験再開に含み」「中ロの核開発
へ対抗」
　　　＊本文「軍縮推進派からは『他国に核実験実施の口実を与える恐れが
ある』と批判する声が上がっている」
　　　　２面カタ「米『力による平和』誇示」「軍縮一転、核使用敷居高く」「政
府、抑止力強化を歓迎」「米、核巡航ミサイル開発へ」「日本へ
の核持ち込み懸念」「中国メディアも警戒感」
4.3.1　「各紙社説比較」
・朝日　４日「米国の核戦略」「歴史に逆行する愚行」
　　　＊「使いやすい核を持てば相手国がおびえて、抑止力が高まるという
考え方は、理性を失ったかのようだ」「サイバー攻撃などが念頭に
あるようだが、安易に核をふりかざす危険な発想だ」
・読売　６日「米核戦略見直し」「現実を踏まえた抑止強化策に」
　　　＊「安全保障環境の悪化を踏まえ、米国が核抑止力の強化に乗り出す
のはやむをえまい」「核の傘の信頼性が向上することが期待できよ
う」「小型核による攻撃が全面核戦争に発展する可能性や、核使用
のハードルが容易に下がる事態への懸念は残る」
・毎日　４日（１本）「トランプ政権の『核態勢見直し』」「新たな軍拡競争
を恐れる」
　　　＊「2018年は人類史上、最も危険な年になるかもしれない」「核によ
らない攻撃にも核で反撃する可能性も打ち出した。これでは核を使
う際の心理的ハードルが下がり、核攻撃の現実味が増すのは当然だ」
・産経　13日「米国の新核戦略」「日本国民の安全に資する」
　　　＊「人類の今の科学技術水準で核の脅威は核でしか抑止できない」「平
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和のための抑止力とする狙いである」「軍拡を助長するとの批判が
ある。これは、表面的な見方に基づく反対であり、―同盟国の安全
をかえって損なう議論である」
・日経　６日「米の核戦略見直しに映る保有国の不作為」
　　　＊「世界の核軍縮に逆行しかねず、懸念をぬぐえない」「世界の厳し
い安全保障環境を踏まえれば、米国が一定の核抑止力を保持するの
はやむを得ない」
・神戸　６日「米の新核戦略」「開発競争駆り立てる恐れ」
　このニュースについては、毎日が３日夕刊段階から大々的、批判的に報道し
た。朝日は他紙に先駆け、１月13日朝刊で報道したうえ、翌２月４日朝刊で核
戦略見直しを疑問視する紙面を展開した。読売、産経は米政府の発表内容をそ
のまま伝えた形で、社説や解説もなかった。日経は全体的に抑え気味に報道。
神戸（共同配信）は毎日と朝日の中間ほどの印象を受けた。とくに本記の前文
では、各紙がこの発表をどう受け止めたか、その書き方、伝え方に微妙な違い
が出ている。
　社説では、核に対する各紙のスタンスの違いがみられる。大まかに分類すれ
ば、核兵器を抑止力と見ないのが朝日と毎日で、抑止力と見るのが読売と産経
であろう。日経は新核戦略を「世界の核軍縮に逆行する」としながらも、「米
国が一定の核抑止力を持つのはやむを得ない」との主張である。
4.4　「米、INF 全廃条約撤退か」（2018年10月21日夕刊～）
　米ロ核軍縮のシンボル的存在である中距離核戦力の全廃をうたった「INF 全
廃条約」について、トランプ大統領は突然、破棄を表明した。このニュース報
道でも「核」を抑止力とみなすかどうかの姿勢が各紙によって分かれた。
・朝日　22日朝刊１面「米、中距離核全廃破棄へ」「トランプ氏『ロシアが
条約違反』」「軍拡競争加速の恐れ」
　　　　２面「核の歯止め崩壊危機」「米、ミサイル開発明言」「制約受けぬ
中国を意識」「ロシアは対抗措置か」「中国困惑『一方的だ』」
　　　　解説「競合する大国敵視」
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・読売　21日夕刊国際面「米、INF 全廃条約撤退検討　米報道」
　　　　22日朝刊１面（３段）「米、INF 条約破棄を表明」「トランプ氏『露
中が兵器開発』」
・毎日　21日夕刊２面「米、核軍縮条約離脱検討」「INF 全廃」「露・中の軍
拡に反発」
　　　　22日朝刊１面「米、INF 条約離脱表明」「トランプ氏　新型核兵器
開発へ」
　　　　３面「タガ外れる核軍縮」「中国脅威で情勢激変」「露『呉越同舟』
の一面も」「『核の傘』依存　政府対応苦慮」
・産経　22日朝刊１面「米、中距離核廃棄離脱へ」「INF 条約」「中露に対抗、
開発強化」「米露２国間条約　1988年発行し発射台も対象」
・日経　22日朝刊１面「核廃棄条約の破棄表明」「トランプ米大統領『中ロ
が戦力増強』」
　　　　４面「米、対ロ軍事優位に固執」「中国の軍拡けん制」「新冷戦の構
図一段と」「『核軍縮の努力崩壊させる』ゴルバチョフ氏」
・神戸　21日夕刊国際面「米、核軍縮条約の離脱準備」「北朝鮮非核化に影
響も」
　　　　22日朝刊１面「トランプ米大統領」「核軍縮条約離脱を表明」「ロシ
アが開発継続」
　　　　２面「米ロ応酬　相互不信限界」「米『新型ミサイル開発、違反』」「ロ
シア『条約土台、破壊した』」
「各紙社説比較」
　・朝日（23日）　「核軍縮の破棄」「歴史に逆行する愚行」
　・読売（24日）　「米『INF 破棄』」「中露の核軍拡に有効な対処を」
　・毎日（23日）　「米が INF 条約離脱方針」「核軍拡の歯止めを外すな」
　・産経（23日）　「INF 条約破棄へ」「核抑止体制の再構築図れ」
　・日経（23日）　「米ロと中国は核軍縮を逆行させるな」
　・神戸（23日）　「米核条約破棄」「冷戦に逆戻りさせるのか」
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　核開発、軍縮関連の報道では、見出しの付け方一つとっても明らかに違いがあ
る。トランプ大統領の発表を受けて、朝日は「軍拡競争加速の恐れ」、毎日は「タ
ガ外れる核軍縮」、日経は「新冷戦の構図一段と」と書いた。対して、読売、産
経はともに米側の発表内容をそのまま伝える形である。トランプ大統領の姿勢に
ついて朝日や毎日、日経、神戸が許容できないとの立場を鮮明にする一方、読売
と産経はむしろロシアや中国の核戦略を非難する。そんな構図が浮かび上がる。
　社説となると、上記のように本文を読まずとも見出しの文言だけみても、各
紙の主張の違いは歴然としている。
５．まとめ
　最近の新聞報道のありようを、三つのテーマに分けて比較検証した。現安倍
政権に関する報道、沖縄の基地問題に関する報道、核問題に関する報道である。
いずれも新聞各紙によって異なるニュースの伝え方が、具体的な報道事例を通
して確認できた。
　ただ、序文で触れたように、すべての報道に違いが出ているわけではない。
例えば、先のカジノ法案では全紙そろって反対を唱え、受動喫煙防止法案でも
各紙が対策の手ぬるさを訴えた。参院定数６増法案の審議においても各紙が厳
しい疑問を呈した。さらに、外国人労働者受け入れをめぐる法案においても各
紙そろって社説などで慎重な審議を求めた―などである。
　こうしてみてくると、新聞各紙のスタンスの違いは主に政治、外交、安全保
障といったテーマに絞られる。その限られたテーマにおいて、最近は社説やコ
ラムという言論の域を超え、記事の書き方や見出しの付け方、ニュースの取り
上げ方まで報道全般にわたる部分で違いが際立つようになっている。この傾向
をどう受け止めるかが、注目すべきところである。
　読者がそうした報道の違いを理解したうえで、自分の考えに合った新聞を選
んで読むのは自由である。懸念されるのは、昔のように日本の新聞はどれを読
んでも同じと決めつけて、特定の新聞情報だけをうのみにしていると、その論
調に流され、影響を受けてしまいかねないことである。
（40）
参考資料
朝日、読売、毎日、産経、日本経済、神戸の各新聞紙面
　（2017年12月～ 2018年10月末）
　新聞離れが進むとはいえ、影響力はまだ安易に否定できるものではない。柔
軟かつ幅広い視野と、クリティカルな姿勢で新聞と向き合うことが、ますます
重要になる。
